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はじめに

　本稿の課題は，わが国を代表する巨大企業ト

ヨタが１９９０年代におこなった大規模な組織改革

の動向を，主として同社の有価証券報告書に記

された会社組織図をもとに考察することであ

る１）。１９８８年から１９９８年にかけて同社の有価証

券報告書には，役員の統括部署を明示する「部

門」と，その下に位置する「部」の正式名称が

記載されている。これに同社が刊行した５０年史

の資料集に収録された１９８７年の組織図（トヨタ

自動車株式会社１９８７，３４-３７）を加えると，組織

改革を目前にした１９８７年から改革が展開した

１９９８年にかけて，同社が使用した「部門」およ

び「部」の正式名称を正確に知ることができ

る。
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巨大企業の組織改革

村上　文司＊

　巨大企業トヨタの組織改革は，１９８９年の事務・技術部門における課制廃止を端緒とする。翌１９９０年
には部門再編がおこなわれ，以降，同社の組織改革は部門や部を対象とする大規模な改革へと展開し
た。本稿は，同社の有価証券報告書に記された会社組織図をもとにして，１９９０年代の組織改革の動向
を具体的に明らかにしようとするものである。１９９０年代の同社の経営や事務の分野ではトップマネッ
ジメントのイニシアチブによる部門再編やトップ直轄による部再編が，営業分野では本部制の導入に
よる部再編が，そして技術分野では開発センターの導入による部再編が活発におこなわれた。タイプ
の異なる組織改革がおこなわれたそれぞれの職能分野では，部名称の頻繁な変更や部数の増減がおこ
り，部は激しく動揺する。部門や部を対象とするトヨタの組織改革は，トップマネッジメントのイニ
シアチブで開始された上からの改革である。本稿では，タイプの異なる改革方式が部名称の変更や部
数の増減におよぼした影響を職能分野別に測定したパス分析の結果にもとづいて，１９９０年代の同社の
部レベルの組織改革においては，トップ直轄効果に加えて，部それ自体の対応を意味するポジティブ
効果や同社に固有の企業理念の共有効果があったことを指摘する。

キーワード：組織図，部門再編，部再編，トップマネッジメントのイニシアチブ，本部制，開発セ
ンター，ポジティブ効果，企業理念の共有効果



　同社の組織改革は，１９８９年８月の組織改正で

おこなわれた事務・技術部門における「課係制

の廃止」を端緒とする。翌年の１９９０年９月の組

織改正では「部門」や「部」の新設や再編成が

告知され，以降１９９０年代を通じて大規模な組織

改革がおこなわれた。

　１９９０年代，同社では「部門」の新設や廃止，

再編成があいつぎ，これと連動して，その下に

位置する「部」の「数」や「名称」は激しく変

化した。この組織改革では，トップマネッジメ

ントのイニシアチブによる「部門」や「部」の

新設や再編がくりかえされたばかりでなく，技

術系では「開発センター」の導入による，また

営業系では「本部制」の導入による大胆な組織

改革がおこなわれた。

　本稿では，まず第１に，有価証券報告書に記

された毎年の「部門」や「部」の数や名称を手

がかりにして，１９９０年代に同社が実施した組織

改革の動向を追跡し，そこで同社が使用した組

織改革方式のタイプを明らかにする。第２に本

稿では，会社の組織図に記された部名称の変更

や部数の増減を職能分野別に集計した表にもと

づいて，組織改革のもとで激しく動揺する

「部」の様子について考察する。組織改革のも

とでの部数の増減や部名称の変化は，一方で同

社が導入した組織改革方式の影響によるものあ

るが，他方で組織改革にのぞむ「部」それ自体

の対応の結果であるとみることができる。そこ

で第３に，タイプの異なる組織改革方式が部名

称の変化や部数の増減におよぼした影響を職能

分野別に測定したパス分析の結果にもとづい

て，部レベルの組織改革が具体的にどのように

展開したかを明らかにする。

　１９９０年代の同社の組織改革は，これと同時並

行した人事制度の抜本的な改革もあって，しば

しば事務・技術部門の改革とみなされてき

た２）。しかしながら，会社の組織図を手がかり

にして「部門」や「部」の変化を追跡していく

と，１９９０年代の組織改革は，経営，事務，営業，

技術の各部署はもとより，生産部署や海外関連

部署の再編が同時におこなわれた大規模な改革

だったことが明らかになる。

１．組織改革の端緒

１従業員数の推移

　トヨタは，総従業員数７万人を擁する巨大企

業である。最初に，本稿でとりあげる組織改革

がおこなわれた前後の従業員数を表─１に即し

て確認しておけば，改革を目前にした１９８７年の

総従業員数は６４８５４人。同社の従業員数は組織

改革の前半に急増し，１９９２年には１万人増えて

７５２６５人に達する。そしてこれをピークに，そ

の後従業員数は下降に転じ，１９９８年には６９７５３

人に減少している。また表─１に示した「部門」

数に明らかなように，組織改革のもとで同社の

「部門」数が抑制傾向にあったことを指摘でき

るが，「部」数は従業員数の推移と似かよった

傾向を示す。

　１９８７年から組織改革が進展した１９９８年にかけ

て，トヨタの「部」の数は，前半で急増し，後

半で減少する。同社の総従業員数と部数の増減

に見出されるこのような類似した傾向は，両者

の間になんらかの関連があったことを示唆す

る。しかし，本稿では，この点について立ち入

って検討することはできない。一般に従業員数

はその会社の規模を示す重要な指標のひとつで

あるが，ここでは，まず組織改革がおこなわれ

た当時の「巨大企業」トヨタの従業員数と同時

期の同社の部数の増減に互いに類似する大きな
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変化があったことを確認しておく。

２組織改革直前の部門編成

　大規模な従業員数を擁するトヨタの会社組織

は，巨大な「ピラミット型」の構造をもつ。有

価証券報告書で確認できるのは，ピラミッド構

造の上位に位置する「部門」と「部」のみであ

るが，以下ではまず１９８７年の組織図をもとに，

組織改革を目前にひかえた同社の「部門」編成

を確認しておく。

　１９８７年のトヨタの組織図をみると，会社全体

の方針決定に関わる経営・企画業務を担当する

「総合企画」「商品企画」の２部門，事務系業務

を担当する「総務・人事」「財務・経理」「情報

処理システム」「渉外・広報」の４部門，製品や

生産技術の開発業務を担当する「技術開発」

「生産技術部門」の２部門，生産業務を担当す

る「生産」「生産管理・物流」の２部門，営業系

業務を担当する「購買」「国内営業」「海外関係」

「品質保証」「北米事業」の５部門，そしてこれ

に「住宅事業」「海外事務所」「付属」施設をそ

れぞれ１部門として数えると，合計１８の部門が

設けられていた。１９８８年の組織図は，前年度と

同様，大きな変化はみとめられないが，翌年の

１９８９年の組織図には「組織改革」の開始を告げ

る記載がある。

３組織改革の開始

　１９８９年のトヨタの有価証券報告書には，組織

図の欄外に同年８月１日付けで同社が実施した

「組織改正」について，「事務・技術部門」の

「課」や「係」を廃止して「室」や「グループ」

へと移行したこと，そして「１８部について名称

変更，また部レベルの１７室について『部』への

名称変更を実施した」（トヨタ自動車株式会社

１９８９，１２）と記されている。同年の組織図には

「室」名称をもつ「部」がそのまま記載されてお

り，総合企画室，情報通信室，事業開発室，

TQC推進室，秘書室，関連事業室，東京支社秘

書室，商品企画室，開発企画室，製品企画室，

海外技術協力室，販売店室，C８０推進室，海外

事業室，北米事業室，欧州事業室，監査改良室

の，「室」名称をもつ部署が合計１７あったこと

がわかる。また翌年の１９９０年の組織図では，こ

の間に廃止されたC８０推進室を除く１６部署の名

称がすべて「室」から「部」へと変更されてい

る。

４「室」から「部」への名称変更

　「部」レベルの組織に対する「室」名称の廃止

は，一見したところ，あたかも「課」から「室」

への名称変更によって生じる混乱をさけるため

の便宜的な措置だったかのようにみえる。しか
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表─１　従業員数，部門数，部数（１９８７─１９９８）

部数部門数従業員数年度

１５９１８６４８５４１９８７

１６３１８６５９２６１９８８

１７２１７６７８１４１９８９

１８４１７７０８４１１９９０

２０８１８７２９００１９９１

２１７１８７５２６６１９９２

２２３１７７３０４６１９９３

２１９１７７１５７３１９９４

２２１１７６９７４８１９９５

２１９１７６８６４１１９９６

２１４１５７０５２４１９９７

２０８１５６９７５３１９９８

注　「部門数」および「部数」は，住宅事業，
海外事務所付属施設をすべて含めて合計
したもの

出所　有価証券報告書各年版をもとに集計



しながら，その直後に起こる「部門」や「部」

を対象とする活発な組織改革を念頭におけば，

この名称変更は，１９８９年の組織改革がさらに大

規模な改革へと展開していくことを告げる「暁

鐘」であったとみることができる。

　「課係制」の廃止は，その当時とくに「トヨタ

から課長が消える」というショッキングな出来

事として「世間」の注目を浴びた。同社は「大

企業病の克服」という「組織改革」の目標を前

面に押し出してこれに対抗している。「課係制」

の廃止には，業務遂行の定型化に随伴する弊害

（例えば意思決定の立ち遅れなど）や組織の硬

直化を断ち切る狙いがこめられているというの

である。

　１９８９年に同社が開始した組織改革の目標が

「大企業病の克服」にあったとみるなら，「部」

レベルの組織における「室」名称の廃止は，こ

れと矛盾する。なぜなら，先の「室」名称をも

つ部署に明らかなように，同社ではこの名称が

プロジェクト型の仕事をする部署に使用されて

おり，「部」レベルの組織に対する「室」名称の

廃止は，両者の間に設けられていたそのような

使い分けを「あいまい」にするからである。

　後に詳しくみるように，組織改革が展開した

１９９０年代，激しい「部数」の増減に加えて，

「部」の「名称変更」が頻発する。同社の組織図

から知ることができる「部名称」の頻繁な変更

を念頭におけば，１９８９年の「部」レベルの組織

に対する「室」名称の廃止は，「部門」や「部」

を対象とする新たな組織改革の開始を告げる最

初の出来事であったとみることができる。

５部門および部レベルの組織改革

　「部門」や「部」レベルの組織改革が「課係

制」の廃止と同時進行した様子は，１９８９年と

１９９０年の同社の会社組織図にみることができ

る。ひとつは「北米事業」部門の廃止であり，

いまひとつは「商品企画」部門の廃止である。

１９８８年の組織図では，北米事業部門は，北米事

業室という１つの室でのみ構成された独立した

１部門として記されている。しかし同部門は

１９８９年の組織図から消えて，北米事業室は営業

系の海外関係部門に編入されている。また商品

企画室の１室のみで構成されていた商品企画部

門は１９９０年の組織図から消え，同室は「商品企

画部」と名称変更されて「部門」名称をもたな

い部として同図に記されている。

　これら２つの事実は，トップマネッジメント

のイニシアチブによる「部門」再編やかれらの

直轄による「部」再編が，課制の廃止と同時進

行したことを示している。トップマネッジメン

トのイニシアチブによる「部門」や「部」の再

編は，その後の組織改革でくりかえされること

になるが，北米事業部門や商品企画部門の廃

止，そして商品企画室の直轄部署への編入によ

る再編は，その後に展開する「部門」や「部」

を対象とする大規模な組織改革の端緒をなすも

のとみることができる。

２．部門再編

　「部門」は，トップマネッジメントを構成す

る役員の統括責任部署を明示したものである。

１９８７年から１９９８年にかけて同社の「部門数」が

減少傾向にあったことは先に指摘したが，さら

に同時期の組織図に記された「部門名称」に注

目すると，数字にはあらわれない部門の新設や

再編，分割や名称変更があったことがわかる。

　１９９０年の会社組織図には，同年９月２６日付け

で同社が実施した「部門再編」について，次の
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ように記している。「１渉外・広報部門を廃止

し，部門内の各部をトップ直轄とする。２技術

開発部門を製品開発部門と研究開発部門に分割

する。３生産部門と生産管理・物流部門を生

産・生産管理部門と物流部門に再編成する。４

産業車両・機器部門を新設する。５情報処理シ

ステム部門を情報システム部門に名称変更す

る」（トヨタ自動車株式会社１９９０，１４）。１９９０年

の組織図の欄外に記されたこのような注記は，

この年の「部門」再編が，事務や技術ばかりで

なく生産を含めた自動車事業にかかわる社内の

全部門を対象とする広範囲なものだったことを

示している。

　続く１９９１年の組織図には，営業系に「部品事

業部門」が，また技術系には「工機事業部門」

がそれぞれ新設部門として記されている。また

翌年の１９９２年の組織図には，１９９１年に廃止され

た事務系の「渉外・広報部門」が再度新設さ

れ，技術系では分割された２部門が「技術部

門」として再統合された。そして同年，生産系

では「産業車両・機器部門」が新設されてい

る。

　その後１９９３年から１９９６年にかけて，部門再編

はおこなわれていないが，翌年の１９９７年の組織

図には生産系の２部門が「生産・物流部門」に

再統合され，続く１９９８年には「購買部門」が

「調達部門」に名称変更されている。

　このように，１９９０年代のトヨタでは，事務，

技術，営業，生産の各分野で「部門」の新設や

分割・統合，そして「部門」名称の変更が頻繁

におこなわれた。そしてまた以上のような頻繁

な「部門再編」は，１９９０年代の同社の組織改革

が，トップマネッジメントの意思決定に基づく

「上から」の改革だったことを示している。

３．組織改革の動向とタイプ

　トップマネッジメントのイニシアチブによる

「上から」の組織改革は，「部門」ばかりでなく，

さらにその下に位置する「部」を巻き込んで活

発におこなわれた。有価証券報告書の組織図の

欄外には，しばしば「トップ直轄」という表現

が出てくる。これは，当該「部」をトップマネ

ッジメントが直接統括する部署に組み入れたこ

とを意味する。このトップ直轄を含めて，１９９０

年代の同社ではさまざまな方式を用いた組織改

革が経営，事務，技術，営業の各分野で活発に

おこなわれた。以下では，会社の組織図に現れ

てくる変化を手がかりにしながら，各分野でど

のような組織改革がおこなわれたのかを明らか

にする。

１経営系部署の組織改革

　最初に，トップマネッジメントのイニシアチ

ブによる部門再編やトップ直轄による部再編が

活発におこなわれた経営系部署の組織改革から

みていく。表─２は，トップマネッジメントの

足元に位置し，会社経営の根幹にかかわる総合

企画や商品企画を業務とする２部門とこれらに

帰属する各部が，１９９０年代の組織改革のもとで

再編成されていく様子を示したものである。

　部門再編が開始された１９９０年に商品企画部門

が廃止され，同部門の商品企画室がトップマネ

ッジメントの直轄部署に編入されたことは，先

に記したとおりである。またこの表に明らかな

ように，総合企画部門は，組織改革が始まる直

前の１９８７年と１９８８年に総合企画室とTQC推進

部の２部で構成されていたが，課制が廃止され

た１９８９年には，情報通信室と事業開発室の２室
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が新設・追加されている。続く１９９１年には

TQC推進部を総合企画部門から切り離してト

ップ直轄部署に編入し，１９９３年には総合企画部

門の名称が組織図から消えている。そして同

年，総合企画部門に帰属していた３つの部はト

ップ直轄部署に編入され，同時に総合企画部の

名称は経営企画部に改められている。

　ここからまず，経営の中枢機能を担ってきた

２部門は１９９３年にすべて廃止され，各部はトッ

プ直轄部署へと編入されたことがわかる。その

後，１９９５年には，TQC推進部がマネッジメント

の質の向上を意味するTQM推進部に名称変更

された。また翌年の１９９６年には，トップマネッ

ジメントのイニシアチブでITS企画部が新設さ

れた。そして１９９７年，トップマネッジメント

は，同部と事業開発部を組み合わせた事業開発

部門を新設してこれをトップ直轄部署から切り

離し，さらに１９９８年にはかれらの強いイニシア

チブで環境部が新設されている。

　このように，経営の中枢機能を担う２部門は

組織改革の前半で廃止され，各部はトップ直轄

部署に編入された。そして経営企画部やTQM

推進部への名称変更にうかがえるように，組織

改革の後半では経営・企画機能が強化され，

ITS企画部や環境部，そして事業部門の新設に

明らかなように，トップマネッジメントの強力

なイニシアチブのもとで経営環境の変化に即応

する「部門」や「部」の新設がおこなわれた。

２事務系部署の組織改革

　トップマネッジメントのイニシアチブによる

「上から」の組織改革は，事務系の「部門」や

「部」の再編成においてもおこなわれた。１９９０

年の組織改正で渉外・広報部門が一旦廃止され

たことは，既に明らかにしたとおりである。

表─３は，「トップ直轄」部署に編入された部名

称を示したものであるが，この表に明らかなよ

うに，１９９０年の組織改正で一旦廃止された事務

系の渉外・広報部門の傘下にあった広報部，海

外渉外広報部，東京秘書室，東京総務部，調査
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表─２　経営諸部門および各部の再編（１９８７─１９９８）

１９９２１９９１１９９０１９８９１９８８１９８７部門

総合企画部
情報通信部
事業開発部

総合企画部
情報通信部
事業開発部

総合企画部
TQC推進部
情報通信部
事業開発部

総合企画室
TQC推進室
情報通信室
事業開発室

総合企画室
TQC推進室

総合企画室
TQC推進室

総合企画

商品企画室商品企画室商品企画室商品企画

商品企画部
TQC推進部

商品企画部
TQC推進部

商品企画部
直轄部署

１９９８１９９７１９９６１９９５１９９４１９９３部門

経営企画部
商品企画部
情報通信部
TQM推進部
環境部

経営企画部
商品企画部
情報通信部
TQM推進部

経営企画部
商品企画部
情報通信部
TQM推進部
事業開発部
ITS企画部

経営企画部
商品企画部
情報通信部
TQM推進部
事業開発部

経営企画部
商品企画部
情報通信部
TQC推進部
事業開発部

経営企画部
商品企画部
情報通信部
TQC推進部
事業開発部

直轄部署

出所　有価証券報告書各年版に収録された組織図から作成



部，渉外調査部の６部は，同年すべて「トップ

直轄」部署に組み入れられた。そしてこの６部

は，１９９２年の組織図に「新設」と記された「渉

外広報部門」に再編入されている。

　また翌年の１９９３年には，総務・人事部門の法

規部が直轄部署に編入され，１９９６年には渉外・

広報部門の調査部が再度直轄部に編入されてい

る。そして法規部は法務部と名称変更されて

１９９７年には総務・人事部門に再編入されたが，

調査部は１９９８年の組織図にそのままトップ直轄

部として記されている。

　事務系の組織改革では，「部門」の廃止と

「部」の直轄による再編が同時におこなわれた

１９９１年の渉外・広報部門の改革の後，直轄部の

数は減少する。しかし，事務系の特定の「部」

については，このように「トップ直轄」による

「部」再編がその後もくりかえされたのである。

３技術系部署の組織改革

　「トップ直轄」による「部」の新設や再編は技

術系の組織改革においても活発におこなわれ

た。表─３に明らかなように，技術系ではまず

１９９０年に技術企画部と生産企画部の２部がトッ

プ直轄部に組み入れられた。とくに技術企画部

は，１９９０年の組織図の欄外に新設部として特記

されている。後に明らかになる「開発技術部

門」の組織改革を念頭におけば，技術企画部の

新設は，トップマネッジメントがその後の大規

模な改革を意識して「上から」組織したものと

みることができる。

　また１９９２年と１９９３年には「生産技術部門」の

海生企画部，海生技術部，海生協力部の３部が

トップ直轄部署に編入されている。同社の技術

部門は，伝統的に開発技術と生産技術を軸に２

部門編成で組織されていたが，技術企画部の新

設，そして生産企画部や生産技術部門に帰属す

る海外関係３部の直轄部署への編入は，技術系

各部の再編成が，トップマネッジメントの「上

から」のイニシアチブのもとで開始されたこと

を示している３）。

　しかし，技術部門の組織改革は，１９９０年の

「部門」分割を経由して，１９９２年にはさらに新

たな方向へと展開した。１９９２年の有価証券報告

書の組織図の欄外に「技術開発部門の組織再編

成」と題して新たに導入した「開発センター」

について記され，同時にこの新組織が帰属する

部門名称として「技術部門」が使用されてい

る。そして１９９３年の組織図では，製品開発と研

究開発に２分割された「部門」名称は削除さ
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表─３　トップ直轄部の名称と推移

部数技術事務年度

１０技術企画部広報部１９９１
生産企画部海外渉外広報部
九州事業準備室東京秘書部
北海道事業準備室東京総務部
　調査部
　渉外調査部

７技術企画部　１９９２
生産企画部
海生企画部
海生技術部
海生協力部
九州事業準備室
北海道事業準備室

４海生協力部法規部１９９３
海生技術部
海生企画部

１　法務部１９９４

１　法務部１９９５

２　法務部１９９６
調査部

１　調査部１９９７

１　調査部１９９８

出所　有価証券報告書各年版をもとに集計



れ，技術部門というひとつの名称に統合されて

いる。開発技術部門を対象にしたトップマネッ

ジメントのイニシアチブによる「上から」の組

織改革は，部門の分割と統合を経由して新組

織，すなわち「開発センター」の導入という新

たな方向へと展開したのである。

　１９９２年の会社組織図の欄外に記された注記に

よると，「開発センター」は，FR（前輪駆動車）

の開発を軸とする「第１開発センター」，FA

（後輪駆動車）の開発を軸とする「第２開発セ

ンター」，商用車（RC）の開発を軸とする「第

３開発センター」に加えて，これら３つのセン

ターに共通する要素技術を開発する「第４開発

センター」の４つのセンターで構成されている

（トヨタ自動車株式会社１９９２，１６）。１９９０年の開

発技術部門の２分割を念頭においていえば，

「開発センター」の導入には，市場ニーズに迅

速に対応する新車開発を前面におし出した製品

開発機能の強化にその狙いがあったとみること

ができる。

　またこれら４つのセンターには，それぞれ，

「企画」を担当する「部」が設けられ，さらに名

称を新たにした複数の「部」が配置された。

「開発センター」は，製品開発に独自の権限を

有する永続的な組織としてまったく新たに設立

されたのである。

４営業系部署の組織改革

　独自の権限を有する新組織をつくって組織改

革を推進するこの方式は，営業系の組織改革に

おいても用いられた。１９８８年に北米事業部門が

廃止された後，営業系には購買，国内営業，海

外関係，品質保証の４つの部門があった。会社

の組織図をみると，営業系では１９９０年から１９９６

年にかけて海外関係部門に，また１９９６年には国

内営業部門に，それぞれ「本部制」が導入され

たことがわかる。

　１９９１年の会社組織図をみると，同年の組織図

には，海外関係部門に帰属する１２の「部」が

「北米事業本部」，「欧州・アフリカ本部」，「豪

亜・中近東本部」の「カッコ書き」で記された

「本部」名称の下に記載されている。世界各地

を３つに大括りした地域区分を頭にもつこの

「本部」名称は，１９９６年まで使用されたが，翌年

の１９９７年には組織図から消え，１２の部は「海外

事業」という名称をもつ２部と，「海外営業」と

いう名称をもつ４部の合計６部に集約されてい

る。

　また，１９９７年の組織図をみると，国内営業部

門の下に「第１」から「第５」と通し番号がふ

られた５つの「本部」名称が新たに記され，同

部門に「本部制」が導入されたことがわかる。

そしてこれら５つの「本部」の下に，たとえば

「トヨタ店部」「第１販売部」という名称をもつ

２部がそれぞれ配置され，本部制の導入と同時

に同部門の「部」再編がおこなわれたとみるこ

とができる。

　このように営業系では，海外関係と国内営業

の２部門で「本部制」を導入した独自の組織改

革がおこなわれた。しかし，同じ「本部制」の

導入といっても，両者の間には看過しえない違

いもある。なぜなら，海外関係部門に設けられ

た「本部」は後の組織図では消えているが，国

内営業部門の「本部」は，永続的な性格をもつ

からである。このことは，本部制の導入には，

組織改革のみを意識した一過性のものと，永続

的な組織の新設へと向かう２つのタイプがある

ことを示唆する４）。

立命館産業社会論集（第４４巻第１号）40



５組織改革のタイプ

　以上，会社の組織図に記された「部門」およ

び「部」の名称を手がかりにしながら，１９９０年

代のトヨタでおこなわれた組織改革の動向を追

跡し，経営，事務，技術，営業の各分野でどの

ような組織改革がおこなわれたかを明らかにし

てきた。以上の叙述からもうかがえるように，

１９９０年代の「部門」や「部」を対象とするトヨ

タの組織改革で用いられた改革方式には，次の

ような４つのタイプがある。

　第１に，トップマネッジメントのイニシアチ

ブによる「上から」の「部門」再編である。ト

ップマネッジメントが直接統括する部署に「部

門」を組み入れて「上から」改革するこのやり

方を「トップダウン方式」と呼べば，１９９０年代

の同社の組織改革においては，社内の全部門を

対象にしたこの方式による部門再編がおこなわ

れた。

　第２に，トップ「直轄」による「部」再編が

ある。この方式による組織改革は，トップマネ

ッジメントのイニシアチブが強く作用するとい

う意味で第１のタイプと類似するが，その特色

は「部門」ではなくその下の「部」を対象とす

るところにある。この方式による「部」再編

は，経営，事務，技術系の組織改革で用いられ

た。

　第３に，技術系の組織改革でおこなわれた

「開発センター」の導入による部再編がある。

上述のように，技術系の組織改革においては，

一方でトップマネッジメントのイニシアチブに

よる部門再編，部の新設や直轄部署への編入に

よる改革がおこなわれた。しかし，技術系の組

織改革の大きな特色は，永続的な新組織，すな

わち「開発センター」の導入による大胆な部再

編へと展開したところにある。

　そして第４に，営業系の組織改革でおこなわ

れた「本部制」の導入による改革がある。「部

門」と「部」の間に「中間組織」を新設して組

織改革を推進するこの方式は，多少なりとも改

革のイニシアチブを「本部」にゆだねるという

意味で「権限委譲型」とみることができる。

　１９９０年代のトヨタの組織改革においては，

「部門」や「部」を対象とする以上のような４つ

の改革方式を用いた組織改革が経営，事務，技

術，営業の各分野で活発におこなわれた。１９９０

年代の組織改革は，トップマネッジメントが巨

大組織を「上から」ゆさぶる動的なものであっ

たが，さらに「部」のレベルにおりて詳しくみ

ていくと，この改革で「部」が激しく動揺する

様子がみえてくる。組織改革で動揺する「部」

の様子は，会社の組織図からわかる「部数」の

増減や頻発する「部名称」の変更にみることが

できる。以下では，部数の増減や部名称の変更

について，筆者が集計した表に即して，組織改

革のもとで激しく動揺する部の様子を具体的に

みていくことにする。

４．「部」レベルの組織改革

１部数の増減

　表─４は，組織改革のもとでの「部」の動揺ぶ

りを知るために，会社の組織図各年版から，自

動車事業に関連する「部門」をさらに大きく経

営，事務，営業，技術，生産の５つの職能に括

ってそれぞれの「部数」を集計したものであ

る。また表─４には，職能分野別部数に加えて，

「直轄」部数や，「名称廃止」および「名称新設」

部数を年度別職能分野別に集計した結果につい

て掲載している。とくに組織改革のもとでの
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表─４　部門および部数の動向

１９９８１９９７１９９６１９９５１９９４１９９３１９９２１９９１１９９０１９８９１９８８１９８７年度
１３１３１５１５１５１５１６１６１５１５１６１６総部門数
１９６２０２２０８２１０２０９２１１１９８１８７１７６１６６１５９１５６総部数
５９６２７５７５８０８９９４１００１１９１５５１５８１５９名称廃止
２３９２２５２００１９９１８６１６６１３９１１９７１１７１０名称新設
６５８６６９７１０１０００直轄部数
５４６５５５２２１０００直轄経営
１１２１１１０６００００直轄事務
０００００３５２００００直轄技術
００００００１１１２２２経営部門
５４６５５５５５３５３３経営部数
０００００００００３３３経名廃止
１３１２１２１２１０１０１０９６２００経名新設
５５５５５５５４５５５５事務部門
２３２６２４２４２６２８２９２２２６２２２３２２事務部数
７１０１０１０１１１２１４１６１７２１２２２２事名廃止
２８２１２０１９１９１９１６１３９１００事名新設
３３３３３３３３３３４４営業部門
３５３５３８４０３９４１４１３９３６３６３２３２営業部数
１０１０２２２２２２２４２４２４２７３１３２３２営名廃止
４９４９２９２９２７２３２３１９１２５００営名新設
１０１０１１１３１２１２１２１２００００営業本部
００１１１３１２１２１２１２００００営海本部
００５５５５５５００００営海廃止
００６６５５５３００００営海新設
２２３３３３３４３２２２技術部門
６６６８６９７０６８６５５３５１４８４３４１３９技術部数
９９９９９１４１６１７２２３８３９３９技名廃止
８５８３８２８２７８６３４６３９２７５００技名新設
３２３３３２３２３２２５００００００開発部数
２２３３３３３３２２２２生産部門
６２６４６５６５６４６４６２６２５５５３５３５３生産部数
３０３０３０３０３２３２３３３５４４５３５３５３生名廃止
４２３８３７３７３３３３３０２７１１０００生名新設
２１２２２８３０２９３０３０２８２７２６２４２３海外部数
５５６６７８８８８７７７海事部数
２２３３５６６７７７７７海事廃止
３３３３２２２１１０００海事新設
７７７７７６９８４３２１住宅部数
３３３３３３３３３３２２付属部数

注　「総部門数」および「総部数」は，住宅部門，付属施設を除く，自動車事業に関連する部門およぶ部を合計したものである
「名称廃止」および「名称新設」は，各年の部名称の廃止および新設を合計したものである
「直轄」部数は，組織改革のもとでトップマネッジメントが直轄部署に指定した部を数えたものである
「営業本部」は，営業の海外関係部門と国内営業部門に導入された「本部」に帰属した部の数を数えたものである
「営海本部」は，海外関係部門に導入された「本部」に帰属した部を数えたものである
「開発部数」は，技術に導入された４つの開発センターに帰属した部の数を数えたものである
「海外部数」は，営業の海外関係部門に帰属する部，海外事務所，その他事務，技術の海外関係部を合計した部の数である

出所　有価証券報告書各年版に収録された組織図をもとに筆者が集計したものである



「部名称」の激しい変化ぶりがわかる「名称廃

止」や「名称新設」は，「部」レベルの組織改革

の経過についてさらに具体的に知ることができ

る指標である。この点については後述するとし

て，ここではまず「部数」の増減についてみて

いくことにする。

　表─４に明らかなように，自動車事業に関連

するトヨタの「部数」は，１９８７年の１５６部から

１９９３年にかけて急上昇し，同年の２１１部をピー

クに，１９９８年には１９６部に減少する。すなわち，

自動車事業に関連する同社の部数は，トップマ

ネッジメントのイニシアチブによる組織改革が

開始された前半では，「部門」の新設や分割，

「部」の新設や再編成で急増する。そして一旦

膨らんだ部数は，さらに組織改革の後半では整

理・統合されて減少するのである。

　その結果，１９８７年の１５６部を基数に部数の増

加ぶりを計算してみると，組織改革がピークに

達した１９９３年には一旦１.４倍に膨らむが，その

後減少に転じ，１９９８年には１.３倍程度に抑制さ

れているのである。

　また部数の増減は，職能分野別にかなり異な

った特色をもつ。表─４をみると，事務系と営

業系の部数上昇のピークは，全体の傾向と同様

に１９９３年にあるが，１９９８年の部数を１９８７年のそ

れと比べると大きな変化はみとめられない。す

なわち，組織改革後半の部数の抑制傾向はとく

に事務系や営業系で顕著だったことがわかる。

　これに対して，技術系，生産系では部数上昇

のピークが１９９５年にあり，その後若干減少する

が，１９８７年に対する１９９８年の部数は技術系では

１.７倍，生産系では１.２倍に増えている。すなわ

ち，事務系や営業系とは逆に，技術系や生産系

では組織改革のもとで部数は増加傾向にあった

のである。

　職能分野別部数の増減にみとめられる以上の

ような特色は，それぞれの分野で導入された組

織改革方式が各分野の部数の増減に異なった影

響をおよぼしたことを示唆する。この点につい

ては後述するとして，次に，組織改革のもとで

部が激しく動揺する様子をさらに具体的に知る

ことができる会社の組織図に記された「部名

称」の頻繁な変更についてみていくことにす

る。

２部名称の変化

　表─４に示した「名称廃止」および「名称新

設」は，組織改革のもとで「部名称」が激しく

変化する様子を具体的に知るために，毎年の組

織図に記された「部」名称を手がかりにして，

筆者が数え上げたものである。「名称廃止」は，

１９８７年の１５９の「部名称」を固定して，その名称

が毎年いくつ減少していくかを数えたものであ

る。また「名称新設」は，隣り合う２年間の

「部名称」を見比べて翌年の組織図に新たに出

てくる新名称の数をかぞえ，それを足し合わせ

たものである。

　したがって，まず１９８７年の部数１５９と１９９８年

までの「名称新設」の合計２３９を足し合わせる

と，この１２年間に同社が使用した「部名称」の

総数がわかる。組織改革が進展した１２年間に同

社が使用した「部名称」の総数は３９８にのぼる。

この中には，同社が１９８９年の組織改正でおこな

った１７の「室」を「部」へと変更した数も含ま

れているが，これを差し引いても，組織改革の

もとで同社はおよそ３８０もの「部名称」を用い

たことになる。

　また１９８７年に同社が使用した「部名称」を固

定してその後の変化を追跡した「名称廃止」か

ら，部の旧名称が組織改革のもとでどのように
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減少していくかがわかる。１９８７年に使用された

１５９の部名称は「部門再編」が開始された１９９０

年には一挙に１１９に，「開発センター」が導入さ

れた翌年の１９９３年には８９，国内営業部門に「本

部制」が導入された１９９７年には６２と，その後も

急激に減少する。その結果，１９９８年の組織図で

旧名称が残ったのは，わずかに５９部であった。

１９８７年に同社が使用した１５９の「部名称」のう

ち実に６２.９％にのぼる多数の「部名称」が組織

改革のもとで組織図から消えたことになる。

　そして，毎年，部レベルの組織改革の結果と

して出現してくる「新名称」を追跡した「名称

新設」は，もちろん「名称廃止」とは逆に急増

する。「新名称」は，事務・技術部門で課制が

廃止された１９８９年の１７から部門再編が開始され

た１９９０年には一挙に７１に増加し，「開発センタ

ー」が導入された翌年の１９９３年には１６６に，国

内営業部門に「本部制」が導入された１９９７年に

は２２５に急上昇する。

　頻発する名称変更はまた，職能分野別に異な

った特色をもつ。たとえばいま１９９８年の数字を

使って「新設」部数/「廃止」部数を計算してみ

ると，技術６.４，営業４.６，事務３.７，生産１.１の順

になり，「開発センター」の導入による組織再

編がおこなわれた技術や，「本部制」が導入さ

れた営業，そしてトップ直轄による部再編がお

こなわれた事務でとくに頻繁な名称変更があっ

たことがわかる。これに比べると，定型業務が

多く，しかも課制の廃止をまぬがれた生産系で

は，部の名称変更が他に比べて軽微で，生産に

かかわる各部の旧名称のうち，かなりの数が温

存されたとみることができる。

３名称変更と部数の関連

　ところで，以上のような部数の増減や名称変

更にみとめられる職能分野別の特色は，一方で

それぞれの分野で導入された組織改革方式が各

分野の部レベルの組織改革に大きな影響をおよ

ぼしたことを示している。またここで，部名称

の「廃止」が組織改革で受ける各部の「衝撃」

を，また部名称の「新設」が組織改革に立ち向

かう各部の「活力」をそれぞれ表現するとみる

なら，頻発する名称変更は「部」レベルの組織

改革の「経過」を具体的に示したものとみるこ

とができる。すなわち，職能分野別に異なった

特色をもつ部数の増減は，一方でそれぞれの分

野で導入された組織改革方式の，他方で組織改

革に対する「部」それ自体の対応の結果である

とみることができるだろう。

　かかる観点から，筆者は，組織改革のタイプ

が部名称の「廃止」や「新設」におよぼした影

響，そしてそれらが「部数」の増減におよぼし

た影響を職能分野ごとに測定する逐次的モデル

を考案し，表─４に示した観測データを用いて，

影響の流れていく「経路」の相対的重要性を推

定するパス分析を試みた５）。このパス分析で

は，「部」レベルの組織改革の展開に関する具

体的な知見が得られたばかりでなく，本部制や

開発センターを導入した営業および技術分野の

改革がさらに広範囲な組織改革へと波及する影

響があったことを裏付ける有益な知見がえられ

た。以下では，筆者が試みたパス分析の結果を

用いて，部レベルの組織改革が具体的にどのよ

うに展開したのか，また営業や技術分野の組織

改革がおよぼした広範囲な影響について明らか

にする。
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５．組織改革の展開と動力

１「トップ直轄」効果（経営系）

　最初にトップマネッジメントのイニシアチブ

による「部門」の廃止や各部の「直轄部署」へ

の編入による改革がおこなわれた経営系の

「部」レベルの組織改革からみていく。図─１

は，トップマネッジメントのイニシアチブによ

る部門の廃止や部の直轄部署への編入が経営系

各部で頻発する名称変更や「部数増減」におよ

ぼした影響を複数の「経路」に分割して測定し

たものである。

　既に指摘したように，経営系各部の組織改革

においては，「経営部門」の廃止と各部の直轄

部署への編入による「上から」の改革が断行さ

れた。これを念頭におけば，「直轄経営」から

「経名廃止」に向かうパス係数（.７４）は，この

経路がとくに経営系各部の旧名称の廃止に強い

影響をおよぼしたことを示している。ここから

まず経営系各部の直轄部署への編入が，各部の

旧名称の廃止に大きな影響をおよぼしたとみる

ことができる。

　また「経名新設」は組織改革で各部がリニュ

ーアルされたことを意味するが，図─１に明ら

かなように，これにはふたつの「経路」がある。

ひとつは「直轄経営」から「経名新設」に向か

うパス（.３９）で，いまひとつは「経名廃止」か

ら「経名新設」に向かうパス（.５３）である。前

者は，もちろんトップ直轄が「経名新設」にお

よぼした影響を測定したものとみることができ

るが，後者の「経名廃止」から「経名新設」に

向かうパスはどのように解釈できるだろうか。

一般に，部名称の廃止は，これに直面する各部

に強い「衝撃」を与える。「経名廃止」がそのよ

うな「衝撃」の大きさを測定したものとみるな

ら，「経名廃止」から「経名新設」へと向かうパ

スは，その「衝撃」をさらに組織改革の「活力」

へと転化する「部」それ自体の積極的な対応を

意味すると解釈することができる。このような

意味でこのパス係数を「ポジティブ効果」と呼

べば，それはトップ直轄効果を上回るより大き

な影響を「経名新設」におよぼしたとみること

ができる。

　次に，図─１に即して「経営部数」におよぼし

た影響をみると，トップ直轄の直接的な効果

（.２０）に加えて，「経名新設」の効果（.５２）や

「経名廃止」の効果（.２８）があったことがわか

る。しかも，経営部数にもっとも大きな影響を

示すのは「経名新設」の効果である。上述した

ように，「経名新設」はトップ直轄による効果

とそれを上回る部それ自体の積極的な対応の結

果である。このことを念頭におけば，「ポジテ

ィブ効果」はまた「経営部数」の増減にもより

大きな影響をおよぼしたとみることができる。

　またここで，「経名廃止」から「経営部数」に

直接向かうパスは，どのように解釈できるだろ
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うか。このパスは，経営部数の増減にたいして

「ポジティブ効果」とは別の要因がはたらいて

いることを示唆する。組織改革は通常ある程度

の「抵抗」や「痛み」をともない，批判的であ

れ諦観的であれ，改革を容認する消極的な対応

が「部」の内部に生じてくる。これを「ネガテ

ィブ効果」と呼べば，「経名廃止」から「経営部

数」へと向かう経路のパス係数はそのような影

響を測定したものとみることができるだろう。

だからといって，この「ネガティブ効果」を強

調することはできない。なぜなら，経営系の部

レベルの組織改革においては，「経名廃止」に

よる「衝撃」を改革の「活力」に転化する「ポ

ジティブ効果」と「トップ直轄」効果が並行し

て，「ネガティブ効果」を上回るより大きな影

響を部数の増減におよぼしているからである。

２「トップ直轄」効果（事務系）

　トップマネッジメントのイニシアチブによる

「部門」の廃止や「トップ直轄」による部の再編

は，事務系の組織改革においても同様におこな

われた。図─２は，トップマネッジメントのイ

ニシアチブによる部門の廃止や部の直轄部署へ

の編入が事務系各部の名称変更や「部数増減」

におよぼした影響を測定したものである。

　一見して明らかなように，先の経営系に比べ

ると，事務系の「直轄事務」から「事名廃止」

に向かうパス係数（.３２）や「直轄事務」から

「事名新設」に向かうパス係数（.１２），また「直

轄事務」から「事務部数」に向かうパス係数

（.１０）は，いずれもその値が小さい。このこと

は，事務系の場合，トップ直轄による部再編が

部の名称変更や部数の増減におよぼした影響

が，経営系の組織改革に比べて相対的に小さか

ったことを示唆している。

　この点については，既に記した経営系および

事務系の組織改革の経過を想起すれば，次のよ

うに解釈することができる。既に明らにしたよ

うに，経営系の組織改革では部門がすべて廃止

され，各部が「トップ直轄」部署に編入された

のに対して，事務系の部門廃止は「渉外・広

報」の一部門のみにとどまり，しかも直轄部へ

の編入は特定の部に限定され，その数も限られ

ていた。「事務部門」が「直轄事務」を経由して

「事名廃止」や「事名新設」に向かう経路のパス

係数が経営系のそれに比べて相対的に小さな値

を示すのは，経営系および事務系の組織改革の

以上のような経過にみとめられるトップマネッ

ジメントのイニシアチブ効果の違いを反映した

ものと解釈することができる。

　しかしながら，このことは事務系の部レベル

の組織改革が経営系に比べて穏やかだったこと

をただちに意味するわけではない。なぜなら，

既に指摘したように，組織改革のもとでの頻繁

な名称変更や部数の増減はまた事務系において

も顕著にみとめられるからである。事務系にお

いても部レベルの組織改革が活発におこなわれ
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た様子はまた，図─２に示された「事名廃止」か

ら「事名新設」へと向かうパス係数（.３９）や

「事名新設」から「事務部数」に向かうパス係数

（.７７）の相対的に大きな値に明らかであろう。

「事名廃止」の衝撃を「事名新設」の活力へと転

化する「ポジティブ効果」は，先の経営系の場

合と同様に，事務系の部レベルの組織改革にお

いても確認できるばかりでなく，「事名新設」

の効果は事務系部数の増減に大きな影響をおよ

ぼしたとみることができる。しかも事務系部数

は組織改革の後半で減少するが，このことを念

頭におくなら，事務系では，部数の削減に対し

ても，「部」それ自体の積極的な対応が「トップ

直轄」効果や「ネガティブ効果」をしのぐ大き

な影響をおよぼしたとみることができる６）。

３「本部制」導入効果

　組織改革に対する「部」それ自体の積極的な

対応はまた，「本部制」を導入した営業系の組

織改革においても確認することができる。図─

３は，「営業本部」の導入が部名称の変更や部

数の増減におよぼした影響を測定したものであ

る。

　この図に明らかなように，「営業本部」から

「営名廃止」に向かうパス係数（.４４）は，本部

制の導入が「営名廃止」に大きな影響をおよぼ

したことを示している。また，「営業本部」お

よび「営名廃止」から「営名新設」に向かうパ

ス係数は，営業系各部のリニューアルにふたつ

の経路があったことを示している。まず「本

部」から「営名新設」へと向かうパス（.２２）は，

ここでどのように解釈すればよいのだろうか。

一般的にいえば，「本部」要員は，トップマネッ

ジメントによって組織され，組織改革に対する

ある程度の権限が委譲された「精鋭」とみるこ

とができるだろう。このようにみるなら，この

パスは「本部」精鋭の「リーダーシップ効果」

と解釈することができる。また「営名廃止」か

ら「営名新設」へと向かうパス係数（.５１）は，

本部の「リーダーシップ効果」を上回る大きな

影響を「営名新設」におよぼした。先の経営お

よび事務系の組織改革に見出した「ポシティブ

効果」は，営業系の部レベルの組織改革におい

ても同様に確認することできるのである。

　部の「ポジティブ効果」や本部の「リーダー

シップ効果」の結果である「営名新設」はまた，

「営業部数」の増減にも大きな影響をおよぼし

た。図─３に明らかなように，「営名新設」から

「営業部数」に向かうパス係数（.６４）は，部そ

れ自体の積極的な対応や本部精鋭のリーダッシ

プが，「営業本部」導入の直接効果（.１４）や「営

名廃止」から「営業部数」に向かう「ネガティ

ブ効果」（.３２）をはるかに上回る強い影響を営

業系の部数増減におよぼしたことを示してい

る。
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図─３　営業部門の部再編（本部制導入効果）



４海外関連部署の部再編

　既に指摘したように，営業系で「本部制」を

導入した組織改革が最初におこなわれたのは

「海外関係」部門においてである。またその直

前におこなわれた「北米事業部門」の廃止や，

同時期に技術系の海外関係３部がトップ直轄に

よって再編されたことを想起するなら，当時の

組織改革の重要な課題が，社内に分散する「海

外関連」部署の再編成にあったことは容易に推

測できる。図─４は，かかる観点から，営業の

「海外関係」部門でおこなわれた組織改革が，

広く社内の全域に分散する海外関連部の再編に

およぼした影響を測定したものである。

　ここで「海外部数」とは，事務や営業および

技術の各分野に分散する「海外」名称を頭にも

つ「部」に「海外事務所」を加えたすべての

「部」を合計したものである。表─４に明らかな

ように「海外部数」は，組織改革のもとでの部

数全体の動向とまったく同様に，組織改革の前

半で増加し，後半で減少する。図─４に明らか

なように，「営海本部」の「リーダーシップ効

果」（.４３）と「部」の「ポジティブ効果」（.５０）

は，営業系の「海外関係」部門の部名称の新設

（「営海新設」）に大きな影響をおよぼしたばか

りでなく，さらに社内に分散する「海外部数」

全体の増減にも大きな影響（.５１）をおよぼした

のである。

　営業の「海外関係」部門に導入された本部は

その後１９９６年に一旦解消され，「海外部数」は

１９９８年には１９８７年の２３から２つ減って２１になっ

た。そして１９９７年には「国内営業」部門に本部

制が導入され，永続的な性格をもつ５つの本部

が設置されている。また国内営業部門では，本

部制の導入と同時に製品種類を軸にする「部」

の縮小再編がおこなわれたが，このことは，ア

メリカやカナダの新工場の本格稼動を背景にし

ておこなわれた「海外部数」の縮小再編が一段

落したこの時期，営業系の組織改革の焦点は海

外から国内へとシフトしたとみることができ

る。

５「開発センター」導入効果

　技術系の組織改革は，既に明らかにしたよう

に，開発技術部門を製品開発と研究開発に分割

する部門再編を端緒として，永続的な新組織，

すなわち「開発センター」の導入へと帰着し

た。また，技術系の組織改革では部の名称変更

が頻発し，部数が急増する激しい変化があった

ことは，既に指摘したとおりである。

　とくに頻繁な名称変更や激しい部数の増加

は，「開発センター」の導入，すなわち製品開発

を軸にした技術系の組織再編が難航したことを

示唆する。しかしながら，「開発センター」の

導入は，先に経営や事務，営業系の組織改革に

見出した効果とまったく類似する効果を生み出

したとみることができる。図─５は，「開発セン

ター」の導入が技術系の部名称の変更や「部数

増減」におよぼした影響を測定したものであ
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図─４　海外関連部の部再編



る。この図に明らかなように，「開発センター」

の導入は，「技名廃止」の「衝撃」（.５１）を組織

改革の「活力」に転化する「ポジティブ効果」

（.５９）を生み出し，この永続的な新組織それ自

体が生み出す「技名新設」の力（.３０）とあいま

って技術系の「部数増減」に大きな影響（.５７）

をおよぼしたのである。

　ある程度の「ネガティブ効果」（.３３），すなわ

ち組織改革に対する抵抗や消極的な受容が認め

られる点は，むろん否定できない。しかしなが

ら，「開発センター」という永続的な性格を有

する新組織それ自体がもつ「技名新設」をうな

がす力と，「技名廃止」による「衝撃」を「技名

新設」に転化する部それ自体の「活力」は，ネ

ガティブ効果を上回る大きな影響を技術系の部

数増加におよぼしたのである７）。

６組織改革の動力

　以上のようなパス分析の結果に明らかなよう

に，経営，事務，営業，技術の各職能分野でお

こなわれた部レベルの組織改革においては，タ

イプの異なる組織改革方式が，それぞれの職能

分野の組織改革，すなわち部名称の変更や部数

の増減にきわめて大きな影響をおよぼした。し

かしながら，同時にまた，１９９０年代の「部」レ

ベルの組織改革においては，トップマネッジメ

ントのイニシアチブによるものであれ，本部の

リーダーシップ，あるいは永続的な性格を有す

る新設の「中間組織」がもつ力であれ，「部」そ

れ自体の積極的な対応が，職能分野の如何を問

わず，部名称の変更や部数増減に大きな影響を

およぼした。改革方式の如何を問わず，またそ

れが適用される職能分野の如何を問わず，いず

れの改革においても同様に確認することができ

る「ポジティブ効果」は，筆者がパス分析で見

出したトヨタの組織改革の特色のひとつであ

る。

　そのような類似した効果は，それを生み出す

さらに別の要因があることを示唆する。筆者の

パス分析では，この点に関連するいまひとつ重

要な知見がえられた。すなわち営業系の「本部

制」や技術系の「開発センター」の導入と生産

系の部名称の変更や部数増減の間に見出される

影響関係である。会社の組織図に記された生産

系の部門再編に関する記述をみると，あたかも

「物流部門」の位置づけだけが問題だったかの

ようにみえる。また既に指摘したように，生産

系の「部」名称の変更は比較的軽微で，この職

能分野の組織改革は，他の分野に比べて相対的

に穏やかだったかのようにみえる。

　しかしながら，営業および技術系でおこなわ

れた「本部」や「開発センター」の導入による

組織改革は，生産系の部名称の変更や「部数増

減」にきわめて大きな影響をおよぼした。図─

６は，「本部」や「開発センター」の導入が生産

系の部名称の変更や部数増減におよぼした影響

を測定したものである。この図をみると，生産

系の組織改革においては，「生名廃止」の衝撃
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図─５　技術部門の部再編（開発センター導入効果）



（.４２）を「生名新設」に転化する部それ自体の

積極的な対応（.７４）に加えて，「本部制」の導

入による営業系の組織改革が技術系の「開発セ

ンター」の導入を経由して「生名新設」におよ

ぼす効果（.３１）が，生産系の部数の増減に大き

な影響（.５０）をおよぼしたことがわかる。既に

指摘したように，生産系の部数は１９９０年代の組

織改革のもとで技術系の部数につぐ増加ぶりを

示したが，そのような部数増加は，組織改革に

対する「部」それ自体の対応に加えて，本部や

開発センターを導入した営業および技術系の組

織改革の影響によるものだったのである。

　営業，技術，生産の３分野の組織改革の間に

見出されるこのような影響関係は，ここでどの

ように理解すればよいのだろうか。筆者の念頭

に浮かぶのは，「必要なときに，必要なものを，

必要なだけ生産する」という同社の掲げる「企

業理念」である。「本部制」の導入による海外

および国内営業各部の再編成は顧客ニーズに迅

速に対応する販売網の確立に，また「開発セン

ター」の導入が国内外の製品市場のニーズに即

応する新車開発にその狙いがあったとみるな

ら，同社の「企業理念」は，次のように読みか

えることができる。「営業（販売）が必要なと

きに，開発センターは必要なものを開発し，工

場は必要なだけ生産する」。販売，開発，生産

の「同期化」は，会社が掲げる「企業理念」に

したがって同社の従業員が日々追及し続ける共

通テーマである。

　このようにみるなら，永続的な性格を有する

「本部」や「開発センター」の導入が生産分野の

部数増加におよぼした影響は，「企業理念」や

「テーマ」の共有が組織改革におよぼした効果

を測定したものと解釈することができる。１９９０

年代のトヨタの組織改革の根底に，「部門」や

「部」を超えて同社の従業員が共有する「企業

理念」や「テーマ」の影響があったとみるなら，

改革方式や職能分野の如何を問わず，同社の組

織改革に類似した「ポジティブ効果」が生まれ

てくる根拠もまたそこにある。「企業理念」や

「テーマ」の共有は，とりわけ，営業，技術，生

産の３分野の組織改革を牽引する動力の源であ

ったとみることができるだろう。

むすび

　以上，本稿では，有価証券報告書に収録され

た会社組織図に記されている「部門」や「部」

の正式名称を手がかりにしながら，巨大企業ト

ヨタが１９９０年代に実施した組織改革の動向を追

跡し，組織改革方式やそれを用いておこなわれ

た「部」レベルの組織改革の展開を具体的に明

らかにしてきた。１９９０年代の同社では，経営，

事務，技術の３分野でトップマネンジメントの

イニシアチブによる「部門再編」やトップ直轄

による「部」の改革がくりかえされたばかりで

なく，営業分野では「本部」という「中間組織」
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図─６　生産部門の部再編



の，また技術分野では「開発センター」という

永続的な新組織の導入による組織改革がおこな

われた。そして，このような組織改革のもとで

部名称の変更が頻繁にくりかえされたばかりで

なく，同社の部数は大きく変化したのである。

　本稿ではまず第１に，部名称の頻繁な変更を

手がかりにしながら，経営，事務，営業，技術，

生産のそれぞれの分野でおこなわれた「部」レ

ベルの組織改革においては，改革方式の如何を

問わず，「名称廃止」の衝撃を「名称新設」へと

転化する「部」の「ポジティブ効果」がいずれ

の職能分野の改革においても共通に見出される

ことを明らかにした。第２に本稿では，営業分

野の組織改革が社内に分散する海外関連部署

の，また営業および技術分野の改革が生産分野

の部数増減におよぼした影響を析出し，１９９０年

代の組織改革は，それぞれの分野の改革が社内

の他分野に広範囲な影響をおよぼす大規模な改

革だったことを明らかにした。そして第３に本

稿では，「本部」や「開発センター」を導入した

営業や技術分野の組織改革がとくに生産分野の

部数増加におよぼした影響に注目し，同社の従

業員が職能分野を超えて共有する「企業理念」

や「テーマ」がトヨタの組織改革を牽引するい

まひとつの動力であることを明らかにした。

　大規模な組織改革は，もちろん，これを促進

する担い手の存在なくして不可能である。同時

期のトヨタでは，組織改革と抜本的な人事制度

の改革が同時並行した。本稿で明らかした「ポ

ジティブ効果」や「企業理念」の共有効果は，

組織改革と人材の発掘や育成をねらいとする人

事制度の改革が相互に補完的な関係にあったこ

とを示唆する。しかしながら，両者の関連につ

いて考察するには，さらに同時期の人事データ

の分析が不可欠である。トヨタの社内報に収録

された記事をもとにして過去５０年におよぶ昇

進・昇格，異動，出向・転籍，定年退職などの

データを整理・収録したTWCDは，時系列的

な分析とクロスセクショナルな分析を同時にお

こなうことができる人事データの宝庫であ

る８）。本稿で明らかにした組織改革と人事制度

改革の関連については，TWCDの分析・解読を

踏まえて検討すべき今後の課題である。

注
１） 本稿で分析に用いるトヨタの会社組織図は，
大蔵省印刷局が発行する同社の『有価証券報告
書』（昭和６３年～平成１０年）に収録されたもの
である。なお同報告書の提出日は，１９９５年（平
成７年）にそれまでの９月から６月に変更さ
れ，この移行にともなう経過処置として，同年
の報告書では，１９９４年７月１日から１９９５年３月
３１日までの半年間の事業内容が報告されてい
る。したがって，１９９４年までの有価証券報告書
には６月３１日付けの，また１９９５年以降は３月３１
日付けの会社組織図が収録されている。以下，
会社組織図の収録頁をあらかじめ記しておく。
昭和６３年版１２-１３，平成元年版１２-１３，平成２年
版１３-１４，平成３年版１５-１６，平成４年版１４-１６，
平成５年版１５-１７，平成６年版１６-１８，平成７年
版１６-１８，平成８年版１６-１８，平成９年版１７-１９，
平成１０年版１８-２０。なおこれらの年度以外の同
社の有価証券報告書には，会社組織図の記載は
ない。

２） 筆者はかって，組織改革が開始された１９８９年
前後の同社の様子について「事務・技術部門の
機構改革」と題して論じたことがある（村上，
１９９４）。前稿で筆者は「課係制の廃止」にとも
なう「室・グループ制」への移行や人事制度の
改革に焦点をおき，主として事務や技術系のホ
ワイトカラーの処遇に生じている変化について
考察した。これに対して，本稿は，同時期に同
時進行した「部門」や「部」レベルの組織改革
に焦点をあて，トヨタの組織改革のさらに大規
模な展開について論じるものである。また１９８９
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年の課制の廃止を端緒とする同社の組織改革
は，１９９０年代の部や部門の改革を経て，２００３年
には「取締役会」の改革，すなわち「執行役員
制度」の導入へと展開している。このことは，
同社の組織改革が世紀をまたがる１４年間の歳月
をついやした大規模な改革であったことを示し
ている。部門や部の組織改革をとりあげる本稿
は，１９９８年までを対象とするが，この点はもっ
ぱら資料の制約によるものである。

３） なお表─３には，本論では言及しなかった九
州事業準備室と北海道事業準備室が技術系の直
轄部署として記されている。これら２つの準備
室は，現在，同社の完全子会社「トヨタ自動車
九州」および「トヨタ自動車北海道」として操
業する地方分散工場の開設に向けて，これを支
援するためにトップマネッジメントが上から組
織したものである（村上，１９９６）。

４） ただし，トヨタの社内報『トヨタクリエイシ
ョン』が報じるところによれば，２０００年には営
業系の海外関係部門に再度，本部制が導入さ
れ，米州本部，欧・ア本部，アジア本部，オセ
アニア・中近東本部，海外カスタマーサービス
本部の５つの本部が設けられている（トヨタ自
動車株式会社，２０００/１/８，４）。また本論では言
及しなかったが，１９９１年に住宅事業部門に本部
制が導入され，１９９３年以降は「住宅事業本部」
がこの部門の正式名称として使用されている。
しかし，１９９７年にはこの名称が組織図から消え
て，もとの「住宅事業部門」に変更されている
（村上２００７，４３-４４）。その間，この部門の部数
は急増し，活発な組織改革がおこなわれたので
ある（表─４参照）。このように，トヨタでは，
本部制を導入した部の組織改革が，経営環境の
変化をにらみながら臨機応変に，かつ日常的に
おこなわれているとみることができる。

５） このパス分析では，各職能分野の部数の増減
を予測する説明変数に誤差変数を加えた逐次的
モデルを構成し，個々の予測変数の影響量を測
定した。後に紹介するパス図には，影響量とし
て最尤法（ML）を用いて求めた標準化推定値
を，また内生変数の右上には説明変数が分散に
占める割合を示す重相関係数の平方（説明力）

をそれぞれ表示した。したがって，パス図に示
されたそれぞれの数値を丁寧に読み進めること
で，それぞれの職能分野でおこなわれた部レベ
ルの組織改革が具体的にどのような経路で展開
したかを明らかにすることができる。なおパス
分析の基本的な考え方については，H.B.アッシ
ャー（広瀬弘忠訳，１９８０）を参照。

６） 渉外・広報部門の廃止と直轄部署への編入に
よる部再編がおこなわれた１９９１年９月，トヨタ
の事務系職場では「NOW２１」（ニュー・オフィ
ス・ウェイ・２１世紀）と題する社内改革運動が
組織された。この運動では社内の事務系各部署
で厳選された９人の精鋭が事務局メンバーを務
め，かれらは「個々人の活性化」，「人と時間の
有効活用」や「自分のために，まわりを変える」
をテーマに掲げて，事務系職場の雰囲気を一新
する活発な活動を展開した（村上，１９９４，１８７）。
事務系分野の部レベルの組織改革に見出される
「ポジティブ効果」は，組織改革にむけた職場
の雰囲気づくりに貢献するこのような改革運動
を媒介にして生まれてくるとみることができる
だろう。

７） 大規模な部門再編がおこなわれた１９９０年，
「FP２１」（フューチャー・プログラム・フォー・
２１世紀）と題する全技術部門を対象とした社内
改革運動が組織された。同年，この運動を推進
した事務局は，技術系職場の現状と問題点を把
握するためのインタビューやアンケートを開始
し，翌年の１９９１年にその結果を精査して中長期
的な展望にたつ改革と実践にむけた提案をおこ
なった。またこの運動は，１９９２年９月の「開発
センター」の導入後も，企画部会，R&D（研
究・開発）リンケージ部会，研究開発部会，製
品開発部会，情報システム部会の６つの部会に
分かれて活動を継続した（村上，１９９４，１８８）。
技術系の部レベルの組織改革に見出される「ポ
ジティブ効果」は，技術分野のすべての職場を
巻き込んで活発におこなわれたこのような改革
運動に負うところが大きいとみることができ
る。

８） TWCDに収録された豊富なデータを用いて
「トヨタ人事方式の諸原則」を分析・考察した
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辻は，組織改革と人事制度のあいだに関連があ
ることを示唆する，次のような注目すべき事実
を見出している。同論文で辻は，トヨタの「同
期昇進集団」の人事選抜に「トップ単独」と
「ラスト単独」の原則があることを見出し，同
社の人事方式においては「一方での大胆な能力
主義的選抜人事と年功的温情人事が同時存在」
（辻２００７，８）すると指摘した。TWCDに収録さ
れた同社の人事データの解読を通じて裏づけら
れたこのような辻の指摘は，能力評価に徹した
厳選主義と長期におよぶ競争が同時並存する人
事選抜が，トヨタでは古くからくりかえされて
きたことを示している。このような人事選抜の
原則が，組織改革を促進する人材の「発掘」や
「育成」を可能にしたとみるなら，筆者が部レ
ベルの組織改革に見出した「ポジティブ効果」
が生まれてくるいまひとつの重要な源泉は，人
材の「有効活用」を可能にする同社の人事制度
にあったとみることができるのではないだろう
か。
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Abstract: The organizational reform at the TOYOTA as a giant corporation started at the year of 

1989 when the section system of clerical and technical branches were disused. After the year of 

1990 when departments reorganization were conducted, the organizational reform at the TOYOTA 

moved on a large scale reorganization of departments and divisions. Our goal in this paper is to 

make clear concretely the trend on organizational reform at the years of 1990, based on 

organizational charts put at the TOYOTA annual security reports. At the years of 1990, 

departments and divisions in the managerial and clerical branches by the initiative of top 

management, divisions in the sales branch by the introduction of head office, and in the technical 

branch by the introduction of development center, were actively reorganized. Within each of its 

functional branches, various types of organizational reform to be done, the name of division was 

frequently changed and the number of its were increase or decrease, that is to say, divisions were 

violently shaked. The organizational reform at the level of department and division at the years of 

1990 in the TOYOTA was started from the upper part by the initiative of top management. In this 

paper, in addition to the effect to be directly presided by top management, we point out the 

positive effect of division itself to get up reorganization and the common effect of original idea to 

be produced in the TOYOTA, that we found in the organizational reform of division at the years of 

1990, based on results of path analysis that we measured the influence of reforming manner to the 

change of name and number of division by the functional branches.
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